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要旨 

火力発電については、温暖化対策のためにそれを縮小すべきという意見があ

る。他方で火力発電は、電力供給を強靭化するため、エネルギー安全保障上の価

値がある。前回、筆者は「石炭火力の縮小が電力供給の強靭化に逆行する危惧を

書いた。 

https://cigs.canon/article/20200728_5240.html 

その中で、平成 30 年の北海道地震でのブラックアウトからの復旧では、太陽・

風力等の間欠的電源ではなく、出力を能動的に制御できる水力・火力発電等が主

な役割を果たした、と述べた。本稿はこれを裏付けるテクニカルな事項について

のメモである。 
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１ ブラックスタートの手順 

 

ブラックスタートとは、外部の送電ネットワークに依存することなく、電力

網を停電状態から稼働状態に戻すプロセスである。 

この時には、出力が変動する再エネを切り離して、水力や火力で立ち上げな

いといけない。  

具体的には、ブラックスタート時には、例えばまず水力発電から立ち上げ、

需給バランスを取りながら需要と供給を大きくして、火力発電をつないでゆ

く。なお水力以外には、小規模なガスタービン等もありうる。 

なおこの際、大型火力は供給力が大きいためブラックスタートの最初ではな

いが、後述するように供給力を積み上げる過程で威力を発揮する。他方で、自

然変動型再エネは「出力」が変動するので、すぐには系統に接続できず、他の

発電設備が全て接続された後に接続されるのが基本となる。 

https://cigs.canon/article/20200728_5240.html


 以下に詳しくみてゆこう。 

まずブラックスタートの一般的な手順について、政府資料では以下のように

まとめてある。（第5回電力レジリエンス等に関する小委員会資料4 スライド

7～9「更なる供給力等の対応力確保策の検討～ブラックスタート電源～（2019

年3月27日OCCTO）」 

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files

/resilience_05_04_01.pdf ） 

 

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_05_04_01.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_05_04_01.pdf


 

 

 

 



以上3つのスライドで示された内容を簡潔にまとめると、ブラックスタート

からの復旧の手順は以下の通りである。 

① 非常用発電機(=EG)を起動し、ブラックスタート電源のある発電所へ所内電

源を供給（一般水力を介する場合あり） 

② ブラックスタートの起点となる発電所の所内電力を確保 

③ ブラックスタート電源を起動し、必要により系統を安定に保つ機能(例えば

調相設備)も活用しながら、順次系統を拡大 

④ 他発電所の所内電源を確保、発電機を並列 

⑤ 負荷送電 

 

 

2 北海道地震におけるブラックスタート 

 

経産省の電力レジリエンスＷＧでは、北海道地震でのブラックスタートにお

いて、以下のように、安定的な供給が可能な電源の役割をまとめている： 

 

（「電力レジリエンスワーキンググループ-台風15号の停電復旧対応等に係

る検証結果取りまとめ」報告書本文 p48 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/re

silience_wg/20200110_report.html ） 

 

「ブラックスタートの起点として新冠発電所という水力発電所が活用された

ほか、道内各所の水力、バイオマス、地熱発電といった、発電量の変動が少な

く安定的に発電が可能な再生可能エネルギーが、接続が可能になったものから

すぐに系統に接続し発電をすることで、発災直後から、安定的な供給力として

貢献していた。 

また、電力需給が逼迫するなか、2018 年度中に休廃止予定であったものも

含め、老朽火力発電所も復旧段階で大きな役割を果たした。 

このように、様々な特徴・役割を有する発電設備が存在することが安定供給

にとって有用であることが確認された。 

これを踏まえ、日本の電源設備の高経年化が進んでいく中で、再生可能エネ

ルギーはもちろん、中長期的に適切な供給力・調整力の水準を維持していくた

めにも、電源全体の投資の安定的な確保の在り方について継続的な検討が必要

である。」 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/resilience_wg/20200110_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/resilience_wg/20200110_report.html


 このように、出力が安定しない再生可能エネルギー（太陽光発電・風力発

電）は復旧段階では活用されない。その具体的な接続復帰の経緯は以下のよう

になっていた。(総合資源エネルギー庁 再エネ大量導入・次世代電力ネットワ

ーク小委（第9回、2018.10/15）資料1のスライド4～5 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/00

9.html) 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/009.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/009.html


 

 

 

上記スライド 5 にあるように、「再生可能エネルギーを安定的に運用するには

出力変動に対応する調整力が必要不可欠なため、調整力の確保状況と並行して

段階的に再生可能エネルギーを接続」となっている。また接続は主に 9/8（土）

より順次拡大したことが読み取れる。ただし、低圧太陽光（うち住宅用 16万 kW）

は停電解消後に事業者側の復旧に合わせて発電開始となっている。 

経産省からの説明では、「再エネの復帰の状況でございますが、詳細は本日ご

説明を申し上げませんが、ここにありますように、調整力の確保状況と並行して

段階的に再エネを接続していったということで、１週間全く再エネが戻らなか

ったというような報道もございますけれどもそうではなくて、徐々に戻してい

ったとこういうような状況にあるということでございます」との説明（議事録）

となっている。 

 

 ただしこの太陽光・風力が順次拡大開始した日時（9/8 7時～）を以下の資料

と比較すると、火力・水力等の供給力が 350万 kW程度とかなりの程度積みあが

った後になっていることが確認できる。（OCCTO「平成 30年北海道胆振東部…中

間報告案」（2018.10/23） スライド１０  

https://www.occto.or.jp/iinkai/hokkaido_kensho/files/hokkaido_kensho_0

https://www.occto.or.jp/iinkai/hokkaido_kensho/files/hokkaido_kensho_03_03_1.pdf


3_03_1.pdf ） 

 
 

なおこの 9/8 朝までには、すでに停電軒数もピークの 1/6 程度に減少してい

た。（北海道電力ＨＰ「地震発生に伴う停電発生時および復旧時の対応」 スラ

イド 7 https://www.hepco.co.jp/info/info2018/1231521_1762.html ） 

https://www.occto.or.jp/iinkai/hokkaido_kensho/files/hokkaido_kensho_03_03_1.pdf
https://www.hepco.co.jp/info/info2018/1231521_1762.html
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